
福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 県は、地域の中小企業の成長戦略の実現を支えるプロフェッショナル人材（以下「プロ人

材」という。）を正規雇用した県内中小企業等に対し、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭

和45年福島県規則第107号。以下「規則」という。）及びこの要綱に定めるところにより、当該

人材の受け入れに係る経費の一部について、予算の範囲内で補助金を交付する。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 

（１）プロ人材とは、新たな商品開発・サービス開発、その販路の開拓や個々の製品・サービスの

生産性向上等、具体的な取組みを通して企業の成長戦略の実現に不可欠な人材であって、県外

在住者又は県内に就業するために県外から移住し１年を経過しない者で、福島県プロフェッシ

ョナル人材戦略拠点（以下「プロ人材拠点」という。）とこれに登録しているプロ人材紹介会社

の連携による仲介によって県内企業への正規雇用が決定した者をいう。 

（２）受入企業とは、福島県内に事業所又は事務所（以下「事業所等」という。）を有し、公益財団

法人福島県産業振興センター（以下「センター」という。）が実施するプロ人材事業を活用して、

プロ人材を正規雇用した中小企業等をいう。 

（３）正規雇用とは、雇用期間の定めのない契約に基づく雇用とし、賞与、退職金、諸手当等にお

いて、就業規則等で定める通常の職員と同様の扱いとなる雇用形態をいう。 

（４）中小企業等とは、別表に記載している者をいう。 

 

（補助対象者） 

第３条 補助対象者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）前条第１項第２号に定める受入企業であること。 

（２）以下の全てを満たすもの。 

  ア 雇用保険適用事業所の事業者であること。 

イ 厚生労働省及び県が実施している雇用関係助成金について、不正受給をしてから本助成金

の交付申請を行う日の前日まで３年を経過していない事業者でないこと。また、助成金の交

付申請を行った日から助成金の交付までの間、不正受給をした事業者でないこと。 

ウ 労働保険料を滞納している事業者でないこと。 

エ 交付申請を行う日の前日から過去１年間、労働関係法令の違反を行っていない事業者であ

ること。 

オ 性風俗関連営業、接客を伴う飲食等営業、又はこれらの営業の一部を受託する営業を行う

事業者でないこと。 

カ 税務署が発行する納税証明書（消費税及び地方消費税）及び県税事務所が発行する納税証

明書において滞納していないことが確認できる事業者であること。 

  キ 破産、清算、民事再生手続き若しくは会社更生手続き開始の申立てがなされていない事業

者であること。 

ク 審査に必要な書類等を整備保管し、国や県が行う検査に協力する事業者であること。 

ケ 大企業（別表以外の企業をいう。）又は「発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１

以上を同一の大企業が所有していること」、「発行済株式の総数又は出資金額の総額の３分の

２以上を複数の大企業が所有していること」、「大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役

員総数の２分の１以上を占めていること」のいずれかに該当する事業者（みなし大企業）で

ないこと。 



２ 前項の規定に関わらず、次の各号に該当する者は補助対象としない。 

（１）福島県暴力団排除条例（平成23年福島県条例第51号。以下暴力団、暴力団員等その他の用

語については、同条例において使用する用語に同じ。）第 22 条及び第 23 条の規定に違反した

事実がある者 

（２）役員等（代表取締役及び一般役員であって経営に事実上参加している者をいう。以下同じ。）

が暴力団員等に該当する者 

（３）役員等が業務に関し、暴力団員等であることを知りながら当該者を使用し、又は雇用してい

る者 

（４）暴力団又は暴力団員等がその経営又はその運営に実質的に関与している者 

（５）役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用していると認められる者 

（６）役員等が暴力団又は暴力団員等に対して、金銭、物品その他財産上の利益を与え、又は便宜

を供与する等直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると

認められる者 

（７）（１）から（６）に掲げるもののほか、役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべ

き関係を有していると認められる者 

 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、県内の中小企業等が自

らの企業の中核となるプロ人材を、プロ人材拠点を通して新たに確保したもので、次のいずれに

も該当するものとする。 

（１）プロ人材が県外から県内に移住していること。ただし、移住してから本申請の前日まで１年

を経過していない者に限る。 

（２）県内の事業所等で正規雇用すること。 

（３）補助金の交付申請を行う日の前日から過去３年間に雇用関係、出向、派遣、又は請負により

就労したことがある者を再び雇い入れるものでないこと。ただし、雇用関係については、試用

雇用の場合を除く。 

（４）資本関係を有する事業者で雇用されている者を雇い入れるものでないこと。 

（５）県内に主たる事業所等を有する事業所等で雇用されている者を雇い入れるものでないこと。 

（６）県内の事業所等において雇用されている者を雇い入れるものでないこと。 

（７）新規学卒者でないこと。 

（８）受入企業の中核となる業務を担う実務経験が通算して３年以上ある者であること。 

２ 前項の事業については、当該補助金の交付申請をしようとする者（以下「交付申請者」という。）

が次条第１項に定める補助対象経費に対する補助金等を国や県等から受けていないこと、又は受

ける予定がない場合に補助対象とする。 

 

（補助対象経費等） 

第５条 前条の事業における補助対象経費及び補助率、補助上限額については以下のとおりとする。 

補助対象経費 事業を実施する年度の４月１日から３月末日までの期間に支払った、プロ

人材の雇用に係る登録人材ビジネス事業者への紹介手数料 

補助率 補助対象経費の２分の１以内 

補助上限額 新規に雇用されたプロ人材１人あたり75万円 

補助対象人数 １事業者につき２人まで 

２ この補助金の交付額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た額とする。ただし、補助金の交付



額は補助上限額を超えないものとし、算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合は、これ

を切り捨てるものとする。 

 

 

（補助金の交付申請） 

第６条 交付申請者はプロ人材を正規雇用後、速やかに「福島県プロフェッショナル人材確保支援

事業補助金交付申請書（様式第１号）」及び添付書類各１部を福島県知事（以下「知事」という。）

に提出するものとする。 

  ただし、添付書類のうち次項第７号に掲げる「プロ人材事業を活用して人材を採用したことを

証する書面（プロ人材拠点が作成する書面）」については、プロ人材拠点が作成し知事に提出する

ことから、交付申請者は「福島県プロフェッショナル人材戦略拠点事業を活用した人材採用につ

いて（様式第１号の２）」を作成の上、プロ人材拠点長に提出するものとする。 

２ 交付申請書に添付する書類は、次のとおりとする。 

（１）事業の実施概要（様式第１号（別紙１）） 

（２）誓約書（様式第２号） 

（３）暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書（様式第３号） 

（４）履歴事項全部証明書（申請日から３カ月以内に発行されたもので、複写でも可） 

（５）税務署が発行する納税証明書（消費税及び地方消費税）及び県税事務所が発行する納税証明

書（申請日から３カ月以内に発行されたもので、複写でも可） 

（６）労働保険料を支払ったことが確認できるもの（複写でも可） 

（７）プロ人材事業を活用して人材を採用したことを証する書面（プロ人材拠点が作成する書面） 

（８）プロ人材の住民票又は戸籍の附票（前住所の記載があるもので、複写でも可） 

（９）プロ人材の雇用に係る労働契約書（雇用契約書）の写し 

（10）プロ人材の履歴書及び職務経歴書の写し 

（11）その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金の交付決定） 

第７条 知事は補助金交付申請書の提出を受けた場合は、その内容を精査し、要件に適合すると認

められるときは、交付決定するとともに「福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助金交

付決定通知書（様式第４号）」により交付申請者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第８条 規則第６条第１項第１号に規定する別に定める軽微な変更は、事業全体の補助事業に要す

る経費の２０パーセント以内の減額又２０パーセント以内の経費間の増減とするものとする。 

 

（変更の承認） 

第９条 規則第６条第１項の規定に基づき知事の承認を受けようとする場合は、「福島県プロフェ

ッショナル人材確保支援事業補助金変更交付申請書（様式第５号）」及び添付書類各１部を提出し、

知事の確認を受けるものとする。 

 

２ 知事は補助金変更交付申請書の提出を受けた場合は、その内容を精査し、要件に適合すると認

められるときは、変更交付決定するとともに「福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助

金変更交付決定通知書（様式第６号）」により交付申請者に通知するものとする。 

 



 

（申請を取り下げることができる期日） 

第 10 条 規則第８条第１項に規定する別に定める期日は、交付の決定の通知を受理した日から起

算して１０日を経過した日とする。 

 

（実績報告） 

第11条 交付申請者はプロ人材を正規雇用後、事業を実施した年度の２月末までに、「福島県プロ

フェッショナル人材確保支援事業補助金実績報告書（様式第７号）」及び添付書類各１部を知事に

提出するものとする。 

２ 実績報告書に添付する書類は、次のとおりとする。 

（１）プロ人材の勤怠表（タイムカード）及び賃金台帳の写し 

（２）人材紹介会社へ支払った紹介手数料（消費税額が含まれている場合はその金額が分かるもの

を含む）の金額が確認できるもの（請求書及び領収証等）の写し 

（３）紹介手数料の金額の算出方法を確認できるものの写し 

（４）その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金額の確定及び支払い） 

第12条 知事は実績報告書の提出を受けた場合は、その内容を精査し、必要に応じて現地調査等を

行い、要件に適合すると認められるときは、補助金額を確定し、「福島県プロフェッショナル人材

確保支援事業補助金額確定通知書（様式第８号）」により交付申請者に通知するものとする。 

２ 交付申請者は、前項の規定による補助金額確定の通知を受けたときは、速やかに「福島県プロ

フェッショナル人材確保支援事業補助金請求書（様式第９号）」を知事に提出するものとする。 

３ 知事は、前項の規定による請求書を受理したときは、速やかに当該補助金を交付申請者に支払

うものとする。 

 

（補助金の返還） 

第13条 知事は、補助金の交付を受けた事業者（以下、「補助事業者」という。）が次の各号のいず

れかに該当したときは、期間を定めて、当該補助金全額の返還を命ずることができるものとする。 

（１）法令、福島県条例及び規則、本要綱に違反したとき。 

（２）当該補助金の申請内容に虚偽があったとき。 

（３）その他、知事の指示及び命令に従わなかったとき。 

２ 補助事業者は雇用したプロ人材が退職した場合等で、紹介手数料の全部又は一部が返還された

場合は、速やかに「福島県プロフェッショナル人材確保事業費補助金紹介手数料返還届出書（様

式第10号）」を知事に届け出なければならない。 

３ 知事は、前項の届け出を受けた場合は、補助金返還額を確定し、補助事業者に通知を行うこと

とし、補助事業者はこの返還に応じなければならない。 

４ 前第２項に該当する場合の補助金返還額は、人材紹介会社からの返還額から消費税等仕入控除

税額を減額した後の金額に補助率を乗じた額で、交付決定額を超えない金額とする。また、１円

未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てるものとする。 

５ 本条による補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から20日以内とし、期限内に納付がな

い場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利 10.95％の割合で計算し

た延滞金を徴するものとする。 

 

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 



第 14 条 消費税等を補助対象経費に含めて補助金額を算定した補助事業者は、補助事業完了後に

消費税および地方消費税の申告により補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、

速やかに「消費税及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書(様式第11号)」により知事に報告し

なければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部または一部の返還を

命ずることができるものとする。 

３ 本条による補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から20日以内とし、期限内に納付がな

い場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利 10.95％の割合で計算し

た延滞金を徴するものとする。 

 

（補助金の経理等） 

第 15 条 補助事業者は補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、

かつ、これらの書類を補助金の交付を受けた日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければ

ならない。 

２ 補助事業者は、前第１項の証拠書類を補助金の交付を受けた日の属する会計年度の終了後５年

間、知事の要求があったときは、いつでも閲覧に供せるように保存しておかなければならない。 

 

（その他必要な事項） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は知事が定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和６年９月２日から施行する。 



別表（中小企業等） 

  

１ 中小企業 

  下記の区分ごとの「資本金の額又は出資の総額」又は「常時使用する従業員数（※）」のいずれ

かを満たす会社及び個人をいう。 

主たる事業として営んでいる業種 資本金の額又は出資の総額 常時使用する従業員の数 

製造業、建設業、運輸業及びその他の業種（下記以外） ３億円以下 ３００人以下 

 ゴム製品製造業（自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製

造業並びに工業用ベルト製造業を除く） 

３億円以下 ９００人以下 

卸売業 １億円以下 １００人以下 

サービス業（下記の３業種を除く） ５，０００万円以下 １００人以下 

 ソフトウェア業又は情報処理サービス業 ３億円以下 ３００人以下 

旅館業 ５，０００万円以下 ２００人以下 

小売業 ５，０００万円以下 ５０人以下 

 

２ 中堅企業 

  常時使用する従業員の数が２，０００人以下の会社及び個人（中小企業を除く。）をいう。 

 

※「常時使用する従業員数」には、事業主、法人の役員、臨時の従業員は含めない。ただし、パー

ト、アルバイト等、名目は臨時であっても、解雇予告を必要とする人員は従業員に含める。 



様式第１号（第６条関係） 

 

  年  月  日 

 

福 島 県 知 事  

 

所在地 

名 称 

代表者               

 

福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助金交付申請書 

 

 福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助金交付要綱第６条の規定による補助金の交付を

受けたいので、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

記 

１ 補助対象経費及び補助金交付申請額 

   補助事業に要する紹介手数料     金        円 

   補助金交付申請額          金        円 

 

２ 添付書類（※添付した書類は□にレでチェックしてください。） 

  □事業の実施概要（様式第１号（別紙１）） 

  □誓約書（様式第２号） 

  □暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書（様式第３号） 

  □履歴事項全部証明書（申請日から３カ月以内に発行されたもの 複写でも可） 

  □税務署が発行する納税証明書（消費税及び地方消費税）及び県税事務所が発行する納税証明

書（申請日から３カ月以内に発行されたもの 複写でも可） 

  □労働保険料を支払ったことが確認できるもの（複写でも可） 

  □プロ人材事業を活用して人材を採用したことを証する書面（プロ人材拠点が作成する書面） 

  □プロ人材の住民票又は戸籍の附票（前住所の記載があるもの 複写でも可） 

  □プロ人材の雇用に係る労働契約書（雇用契約書）の写し 

  □プロ人材の履歴書及び職務経歴書の写し 

  □補助金振込口座通帳の写し（金融機関名、支店名、口座番号、口座名義が確認できる部分のみ） 

 

 ３ 補助事業に関する連絡担当者 

事業者名  

担当者所属・役職・氏名  

電話番号  ＦＡＸ番号  

Ｅメールアドレス  

 

 

 

（注）本様式は、日本産業規格A４判で作成してください。 

  



様式第１号（別紙１） 

事業の実施概要 

１ 新規雇用者 

氏名（ふりがな）              （            ） 

住所  

生年月日／年齢      年   月   日 ／    歳 

職務経験等  

雇用年月日       年   月   日 

就業場所（住所）  

配属部署名  

役職名  

業務内容  

プロ人材として評価し

た経験・能力 

 

 

２ 補助事業要件確認（該当する□を■にしてください。） 

□  補助対象のプロ人材が県内に移住している。 

□  補助対象のプロ人材を正規雇用している。 

□  当事業による補助対象経費について、国や県等から同種の他の補助金等を受けておらず、

また、受ける予定がない。 

□  補助対象のプロ人材は、無期の正規雇用として福島県内の事業所等で業務に従事してい

る。 

□  補助対象のプロ人材は、当該交付申請を行う日の前日から過去３年間に雇用関係、出向、

派遣又は請負により就労したことがある者を再び雇い入れるものでない。 

□  資本関係にある事業所等で雇用されている者を雇い入れるものでない。 

□  県内に主たる事業所等を有する事業者で雇用されている者を雇い入れるものでない。 

□  県内の事業者において雇用されている者を雇い入れるものでない。 

□  新規学卒者でない。 

□  受入企業の中核となる業務を担う実務経験が通算して３年以上ある者である。 

（注）原則、全て該当することが必要です。 

 

３ 補助事業に係る収支額                      （単位：円） 

支  出 収  入 

区分 金額 区分 金額 

事業費 

（紹介手数料） 

 自己資金  

補助金  

合 計  合 計  

（注１）支出と収入の合計は一致するものであること。  



 

様式第１号の２（第６条関係） 

  年  月  日  

 

 福島県プロフェッショナル人材戦略拠点長 

 

住  所 

事業者名 

代表者名 

担当者名 

連 絡 先 

 

福島県プロフェッショナル人材戦略拠点を活用した人材採用について 

 

 このことについて、下記のとおり採用しましたのでお知らせします。 

記 

（採用者の概要等） 

１ 正社員として採用した年月日 

 

２ 年齢 

 

３ 勤務部署・職名等 

 

４ 勤務場所 

 

５ 予定年収 

 

６ 採用前の住所地（都道府県名） 

 

７ 採用後の住所地（県内の市町村名） 

 

８ 前職の業種 

 

９ 人材紹介会社 

 

10 採用内定年月日 

 

 

 

  



様式第２号（第６条関係） 

  年  月  日  

 

 福 島 県 知 事  

 

住  所 

事業者名 

代表者名              

 

誓約書 

 

 福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助金の交付申請にあたり、下記の事項について誓

約します。 

 

１ 福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助金交付要綱を誠実に遵守すること。 

 

２ 雇用保険適用事業所の事業者であること。 

 

３ 厚生労働省及び県が実施している雇用関係助成金について、不正受給をしてから本助成金の交

付申請を行う日の前日まで３年を経過していない事業者でないこと。 

また、助成金の交付申請を行った日から助成金の交付までの間、不正受給をした事業者でない

こと。 

 

４ 労働保険料を滞納している事業者でないこと。 

 

５ 交付申請を行う日の前日から過去１年間、労働関係法令の違反を行っていない事業者であるこ

と。 

 

６ 性風俗関連営業、接客を伴う飲食等営業、又はこれらの営業の一部を受託する営業を行う事業

者でないこと。 

 

７ 税務署が発行する納税証明書（消費税及び地方消費税）及び県税事務所が発行する納税証明書

において滞納していないことが確認できる事業者であること。 

 

８ 破産、清算、民事再生手続き若しくは会社更生手続き開始の申立てがなされていない事業者で

あること。 

 

９ 審査に必要な書類等を整備保管し、国や県が行う検査に協力すること。 

 

10 大企業又はみなし大企業に該当しない事業者であること。 

 



様式第３号（第６条関係） 

 

暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書 

 

 福 島 県 知 事 

 

１ 私は、次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないこと

を確約します。                                    

                                           

 (1) 役員等（契約の相手方が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、

契約の相手方が法人である場合にはその役員、その支店又は常時契約を締結する事務所の代表

者その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団員による不当な行為等に関する法

律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は同

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であること。 

 (2) 役員等が、自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしていること。 

 (3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していること。 

 (4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている

こと。                                  

 (5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していること。    

           

                                            

     

 

２ 私は、自らまたは第三者を利用して次の各号の一にでも該当する行為を行わないことを確約し

ます。 

 (1) 暴力的な要求行為 

 (2) 法的な責任を超えた不当な要求行為 

 (3) 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

 (4) 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて県の信用を毀損し、または県の業務を妨害す

る行為 

 

３ 私は、暴力団員等もしくは第１項各号のいずれかに該当し、もしくは前項各号のいずれかに該

当する行為をし、または第１項の規定に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明

し、私との取引を継続することが不適切である場合には、私は県から請求があり次第、県に対す

るいっさいの債務の期限の利益を失い、直ちに債務を弁償します。 

 

４ 上記に関して不法行為があった場合は法的措置（民事・刑事）を講じられても構いません。 

 

記入日     年  月  日   

 

住所（又は所在地）   

社名及び代表者名又は  

個人事業主の氏名                                                  



様式第４号（第７条関係） 

 年  月  日  

 

 

  様 

 

福 島 県 知 事       

 

福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助金交付決定通知書 

   年  月  日付けで申請のあった福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助金につ

いて、交付申請書の内容を審査した結果、下記のとおり交付決定しましたので通知します。 

記 

１ 交付決定額   金     円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

様式第５号（第９条関係） 

 

  年  月  日 

 

福 島 県 知 事  

 

所在地 

名 称 

代表者               

 

福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助金変更交付申請書 

 

 福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助金交付要綱第９条の規定による補助金の変更交

付を受けたいので、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

記 

１ 補助対象経費及び補助金変更交付申請額 

   補助事業に要する紹介手数料     金        円 

   補助金交付申請額          金        円 

 

 ２ 補助事業に関する連絡担当者 

事業者名  

担当者所属・役職・氏名  

電話番号  ＦＡＸ番号  

Ｅメールアドレス  

 

  



 

様式第６号（第９条関係） 

 年  月  日  

 

 

  様 

 

福 島 県 知 事       

 

福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助金変更交付決定通知書 

   年  月  日付けで申請のあった福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助金につ

いて、変更交付申請書の内容を審査した結果、下記のとおり交付決定しましたので通知します。 

記 

１ 変更後の交付決定額   金     円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



様式第７号（第11条関係） 

 

  年  月  日 

 

福 島 県 知 事  

 

所在地 

名 称 

代表者               

 

福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助金実績報告書 

 

 福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助金交付要綱第11条の規定による実績報告書を

下記のとおり提出します。 

記 

１ 補助対象経費 

   補助事業に要した紹介手数料 金        円 

 

２ 添付書類（※添付した書類は□にレでチェックしてください。） 

  □プロ人材の勤怠表（タイムカード）及び賃金台帳の写し 

  □人材紹介会社へ支払った紹介手数料（消費税額が含まれている場合はその金額が分かるもの）

の金額が確認できるもの（請求書及び領収証等）の写し 

  □紹介手数料の金額の算出方法を確認できるものの写し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



様式第８号（第12条関係） 

 年  月  日  

 

 

  様 

 

福 島 県 知 事       

 

福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助金額確定通知書 

   年  月  日付けで実績報告書の提出のあった福島県プロフェッショナル人材確保支援事

業補助金について、内容を審査した結果、下記のとおり補助金の額を確定しましたので通知しま

す。 

記 

１ 補助金額の確定額   金     円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



様式第９号（第12条関係） 

 年  月  日  

 

 福 島 県 知 事  

 

住      所  

企業・団体名  

代表者役職・氏名                 

 

福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助金請求書 

    年 月 日付け  第   号で交付決定のあったこのことについて、下記により  

 金        円を交付してくださるよう請求いたします。 

記 

 

補助金の振込先 

金融機関  

支  店  

口座種類 普通 ・ 当座 

口座番号  

口座
ふ り

名義
が な

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 者： 

電話番号： 

 

 

  



様式第10号（第13条関係） 

 年  月  日  

 

福 島 県 知 事  

 

住      所  

企業・団体名  

代表者役職・氏名                 

 

福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助金紹介手数料返還届出書 

 年 月 日付け  第    号で交付決定のあったこのことについて、下記により人材紹介

会社から紹介手数料の返還がありましたので、届け出いたします。 

 

記 

１ 返還金額  金         円 

 

２ 返還日       年  月  日 

 

３ 添付書類 

   返還された金額（消費税額が含まれている場合はその金額が分かるもの）が確認できるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 者： 

電話番号： 

 

  



様式第11号（第14条関係） 

 年  月  日  

 

福 島 県 知 事  

 

住      所  

企業・団体名  

代表者役職・氏名                 

 

消費税及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書 

福島県プロフェッショナル人材確保支援事業補助金交付要綱第14条の規定による報告書を下記

のとおり提出します。 

記 

１ 補助金額  

           円 

 

２ 補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

                                   円 

 

３ 消費税及び地方消費税の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

                                   円 

 

４．補助金返還相当額（３－２） 

                                   円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 者： 

電話番号： 

 


